
国際共同出願数

OECD.Stat より内閣府作成
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1.9%

5.0%

主要指標

○ 特許協力条約（PCT）に基づく国際特許出願における我が国の国際共同出願件数は
長期的には増加傾向であるが、その割合は著しく低下。OECD平均と比べると、件数は多い
が割合で大きく劣る。
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特許に引用される科学論文

学術研究及
び
基礎研究

文献

技術

特許
被特許文献

引用

特許において引用される被特許文献を
見ることによって、学術研究及び基礎
研究が技術に与える影響を把握

学術及び基礎研究から特許への知の流れを分析

Source: OECD(2013), OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2013, OECD Publishing. 
http://dx.doi.org/10.1787/sti_scoreboard-2013-en

特許に引用される科学論文全体に占める各国の論文の割合

主要指標

○ 2001年ー2011年の間で、5つの分野（バイオテクノロジー、医療、ナノテクノロジー、ICT、環境）
の特許に引用される科学論文全体に占める我が国の割合は欧州と比較して高い。
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技術貿易収支
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技術輸出額
平均2.8兆円

総務省統計局 「科学技術研究調査報告」 より内閣府作成

我が国の技術貿易収支

主要指標

○ 技術輸出額は2009年度以降堅調に推移し、2013年度には、科学技術イノベーション総合
戦略等で目標としていた3兆円を超えた（3年間の平均では直近（2011年～2013年
度）で2.8兆円に到達）。
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大学・公的研究機関発のベンチャー企業数

文部科学省 「平成25年度 大学等における産学連携等実施状況について」 より抜粋

大学等発ベンチャーの設立数と累計

主要指標

注）ここでの「大学等」は国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関（全1,073機関）を対象とする。

○ 年度毎の大学等発ベンチャーの設立数は減少し、近年は50件/年程度で推移している。
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上場（ＩＰＯ）している大学発ベンチャー数

（年度）

（社）

時価総額
合計で1兆700億円

（平成27年4月1日時点）

（公表資料より文部科学省および科学技術振興機構（ＪＳＴ）において作成（上場廃止企業は除外））

大学発ベンチャー企業名 創業年月 上場年月 上場市場
シーズ
創出大学

時価総額
（百万円）

ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ　株式会社 2004年6月 2014年3月 東証マザーズ 筑波大学 197,154

株式会社　ユーグレナ 2005年8月 2012年12月 東証マザーズ 東京大学 157,412
ペプチドリーム　株式会社 2006年7月 2013年6月 東証マザーズ 東京大学 120,422
サンバイオ　株式会社 2001年2月 2015年4月 東証マザーズ 慶應義塾大学 84,188
オンコセラピー・サイエンス　株式会社 2001年4月 2003年12月 東証マザーズ 東京大学 54,510

上場中のベンチャー35社の合計値 ― ― ― ― 1,074,122

（公表資料より文部科学省において作成（時価総額については平成27年4月時点））

※ 大学が新たに締結した特許ライセンス契約（譲渡含む）について（平均1,309件/年）、そのライセンシー企業の分類（新たに設立した企業｜既存の企業）の過去５年間平均を算定（「大学技術移転サー
ベイ（一般社団法人大学技術移転協議会）」より）。 なお、「新たに設立した企業」は、新たに締結したライセンス契約の締結先が当該年度に設立された企業の場合をカウント。
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大学特許のライセンス・譲渡先（※） 既存の企業でも様々に活用され国富創出

東証マザーズにおける時価総額

注） 本資料における「大学発ベンチャー」は、大学及び国立研究開発法人の研究成果をもとにしたベンチャーとしている。また、時価総額のうち１社はIPO時の4月10日時点。

東証マザーズ
■時価総額：36,600億円
（平成27年4月末時点）

大学発ベンチャー
9,043億円

大学発ベンチャー以外
27,557億円

・“質の高い”大学発ベンチャーのコンスタントな上場が続いており、新興市場の１／４を占めるまでになっている。
（なお、大学特許の多くは、既存の企業によっても活用され、既存の企業に対する付加価値も生み出している。）

大学発ベンチャーによる国富創出
○ 大学発の研究成果により、大学発ベンチャーの市場価値は、１兆円を超えるまでに成長。
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ベンチャー企業と連携したイノベーションシステムの構築

出典：日本経済団体連合会作成資料

○ 産業界では、次の時代を担う「新たな基幹産業の育成」に向けた本格的なイノベーションを推進
しようと、非競争領域を中心に複数の企業・大学・研究機関等とのパートナーシップを拡大し、
将来の産業構造の変革を見越した革新的技術の創出に取り組もうとする動きがある。
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日本の民間VC（ベンチャーキャピタル）の投資は海外にシフト
○ 日本のVCの投資対象は、日本よりも海外が顕著に増加。国内にVCの投資対象として
魅力的な、ベンチャーを育成するための環境整備が望まれる。

＜日本のVC等年間投融資額の推移＞

出典：ベンチャー白書2014（一般財団法人 ベンチャーエンタープライズセンター）
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○ 大学等の特許権実施等収入額は増加傾向にあり、平成25年度は初めて20億円を越えて
過去最高額となっている。

出典：文部科学省「平成25年度 大学等における産学連携等実施状況について」等を基に内閣府作成
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・欧米諸国並みのISO、IEC国際標準幹事引受数に増加させる。
–2015年目標に対して、ドイツ、米国に次ぐ、イギリス、フランスと3位集団レベルまで増加（2012年）

・国際標準の提案件数を2015年までに倍増させる。（2006年比）
–2015年目標までのほぼ中間点で、約1.4倍まで順調に増加（2010年）

出典：経済産業省「国際標準化政策の取組強化」(H25.10)

各国のISO/IEC国際幹事引受数の推移

○ 国際標準化戦略目標（2006年11月) として、ISO、IEC国際標準幹事引受数と国際標準
提案件数の目標を設定。

国際標準化活動

日本からの国際標準提案件数推移（ISO+IEC）

図５－２４



地域の特性を考慮した地域イノベーション施策

出典：経済産業省 産業構造審議会 地域経済分科会（第10回 平成27年3月25日）資料

図５－２５



出典：文部科学省作成

地域大学等を核とした地域イノベーション施策 図５－２６



総合科学技術・イノベーション会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価 「地域イノベーション協創プログラム」の
事後評価結果（平成27年1月13日）における評価や主な指摘事項から、成功要因等を抽出。

・プログラムマネージャー（PM）については、市場調査やユーザー企業のニーズ把握、販路開拓の取組等が
成功事例における要因として把握される。成功事例等について十分な分析とその深堀り、モデル化等を行い
成功要因や教訓、PMの適性要件等のノウハウの共有化を図り、他の地域にも横展開するなどして、今後の
取組に生かしていくことが極めて重要である。

・地域の大学や公設試等に設置している装置などをデータベース化し、利用促進に当たっての制度を整備
して、それらのワンストップ機関となる共同体を形成したこと、及び事業終了後も波及効果を生み出している
ことは本事業の成果として評価できる。

・大学と産業界等との密接な産学連携体制の構築・強化に努め、承認TLOの活動を支援することは有効
である。TLOに期待する役割としては、大学側でマーケティングを期待している一方で、企業側ではシーズの
発掘を期待しているなどギャップがある。

・技術移転を扱う組織や民間企業にとって、事業化前の実用化段階に潜む研究開発リスクの負担を低減
する国による助成は、事業の促進に効果的である。

・技術コーディネータ・専門家の認知度が十分ではないが、利用した企業の6割から有用なアドバイスをもらえた
等の意見が出ている。

地域イノベーション協創プログラムの事後評価 図５－２７



図 ５－７／大学、公的研究機関から知識を導入する際、具体的に役立った段階

○ 中堅・中小企業のなかで、ニッチ・トップ製品を複数保有し、そのうち少なくとも一つは海外市場でもシェア
を確保している、グローバル・ニッチトップ（GNT）企業が注目されている。
○ GNT企業は、全国各地に分布し、地域を代表する企業として良質な雇用機会提供等で地域経済に
貢献しているだけでなく、国内における基盤的技術・生産技術の継承・発展の担い手として、更には製品
イノベーション創出の役割も担っている。
○ GNT企業は、「イノベーション・コーディネート（IC）機能」と言われる、１）ユーザーが自ら解決できない
高度なニーズを、ユーザー側から持ち込んでもらえる緊密なネットワークを持ち、２）自社に足りない技術
シーズを外部の異なる複数のプレーヤーから調達して有機的に結びつける能力、の二つを兼ね備えており
日本に不足している、「橋渡し」役としての能力が高い企業とも考えらえる。

出典：「グローバル・ニッチトップ企業論」細谷祐二著、白桃書房 平成26年3月

イノベーション・コーディネート役としても有望なGNT企業 図５－２８



出典：経済産業省 産業構造審議会 製造産業分科会 第2回（平成26年8月21日）参考資料２

○ GNT企業は顧客や大学・研究機関さらには海外企業との共同研究をおこなう素地・文化が
あることから、多様性を理解した事業創造・さらには国内外市場を見据えた事業を創出しやす
く、地域イノベーションの中核に適しているのではないか。

グローバルニッチトップ企業の企業文化の特性 図５－２９



産総研と公設試との連携による地域企業の支援

出典：経済産業省作成

図５－３０


